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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第41期第１四半期連結累計（会計）期間及び第42期第１四半期連結累計（会計)期間の潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

４．第41期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第41期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第42期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第41期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
６月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
６月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（千円）  1,263,007  1,134,390  9,754,211

経常利益又は経常損失（△）（千

円） 
 △516,741  △343,023  158,184

四半期純損失（△）又は当期純利

益（千円） 
 △410,710  △263,614  136,800

純資産額（千円）  572,476  825,562  1,114,023

総資産額（千円）  9,217,566  9,556,159  10,693,320

１株当たり純資産額（円）  63.65  91.79  123.87

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額（円） 

 △45.66  △29.31  15.21

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  6.2  8.6  10.4

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 288,367  530,861  △505,378

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △85,402  △23,975  △143,252

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △594,525  △450,576  △317,456

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 1,954,975  1,436,757  1,380,448

従業員数（人）  619  602  601
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 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

(1）連結会社の状況 

 (注)  従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者は除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含むほか、嘱託及びパートタイマー等を含む。）であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含むほか、嘱託及びパー

トタイマー等を含む。）であります。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年６月30日現在

従業員数（人）  602

  平成22年６月30日現在

従業員数（人）  415
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(1）生産実績 

 当連結グループは、電子制御機器の製造販売及びこれら付随業務の単一セグメントであります。 

 また生産・販売品目は、広範囲かつ多種多様であり、同種の製品についても構造、形式は一様でなく、かつ仕様

も多岐にわたるため記載を省略しております。 

(2）受注状況 

 当連結グループは、電子制御機器の製造販売及びこれら付随業務の単一セグメントであります。 

 また生産・販売品目は、広範囲かつ多種多様であり、見込生産品も多く、同種の製品についても構造、形式は一

様でなく、かつ仕様も多岐にわたるため記載を省略しております。 

(3）販売実績 

 当第１四半期連結会計期間の主要な販売実績を示すと次のとおりであります。 

（注）１．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当第１四半期連結会計期間における沖電気工業㈱に対する販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10

未満のため、記載を省略しております。 

 当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 （1）経営成績の分析 

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、海外経済の改善や政府の緊急経済対策等の効果により

企業収益は改善する傾向にあるものの、失業率は依然として高水準で推移するなど厳しい状況が続きました。

このような経済環境のもとで、当連結グループは、交通システム機器部門・メカトロ機器部門・特機シス

テム機器部門において営業活動を展開してまいりました。その結果、交通システム機器部門においては、前年

同四半期と比べ売上高は微増となりました。メカトロ機器部門においては、海外向け各種ユニット製品の輸出

が減少したことにより、前年同四半期と比べ売上高は減少しました。特機システム機器部門においては、セキ

ュリティシステムの売上げが増加したものの、パーキングシステムの売上げが減少したことにより、前年同四

半期と比べ売上高はほぼ同等で推移しました。 

以上により、当第１四半期連結会計期間の売上高は11億３千４百万円（前年同四半期比10.2％減）となり

ました。 

損益面につきましては、売上高の減少はありましたが、徹底した経費の圧縮・原価の低減に取り組んだこ

とにより、営業損失は３億２千６百万円（前年同四半期は５億円の損失）、経常損失は３億４千３百万円（同

５億１千６百万円の損失）、四半期純損失は２億６千３百万円（同４億１千万円の損失）となりました。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

前年同期比（％）

電子制御機器（千円）  1,134,390  －

相手先 

前第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

沖電気工業㈱  170,323  13.5  －  －

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（2）財政状態の分析 

（総資産） 

当第１四半期連結会計期間末における総資産は95億５千６百万円となり、前連結会計年度末に比べ11億３

千７百万円減少致しました。これは主に受取手形及び売掛金の減少19億９千４百万円、仕掛品の増加５億２

百万円、商品及び製品の増加１億５千６百万円等によるものです。 

（負債） 

当第１四半期連結会計期間末における負債は87億３千万円となり、前連結会計年度末に比べ８億４千８百

万円減少致しました。これは主に支払手形及び買掛金の減少３億４百万円、短期借入金の減少４億３千４百

万円等によるものです。 

（純資産） 

当第１四半期連結会計期間末における純資産は８億２千５百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億８

千８百万円減少致しました。これは利益剰余金の減少２億６千３百万円、評価・換算差額等の減少２千４百

万円によるものです。 

 （3）キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末

と比べ５千６百万円増加して、当第１四半期連結会計期間末には14億３千６百万円（前年同四半期連結会計期

間末は19億５千４百万円）となりました。 

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因はつぎのとおりでありま

す。 

[営業活動によるキャッシュ・フロー] 

営業活動の結果により獲得した資金は、５億３千万円（前年同四半期は２億８千８百万円の獲得）となり

ました。これは主に売上債権の減少額19億９千４百万円、税金等調整前四半期純損失３億７千６百万円、た

な卸資産の増加額７億１千６百万円、仕入債務の減少額２億９千万円、退職給付引当金の減少額４千４百万

円等によるものであります。 

     [投資活動によるキャッシュ・フロー] 

投資活動の結果により使用した資金は、２千３百万円（前年同四半期は８千５百万円の使用)となりまし

た。これは主に有形固定資産取得による支出１千７百万円等によるものであります。 

     [財務活動によるキャッシュ・フロー] 

財務活動の結果により使用した資金は、４億５千万円（前年同四半期は５億９千４百万円の使用)となりま

した。これは短期借入金の純減少額４億３千４百万円及びリース債務返済による支出１千６百万円によるも

のであります。 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

   当第１四半期連結会計期間において、当連結グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた問題はありません。 

（5）研究開発活動 

   当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は５千４百万円であります。 

   なお、当第１四半期連結会計期間において、当連結グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。 

（6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

   当第１四半期連結会計期間において、当連結グループの経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更は

ありません。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。  

 該当事項はありません。 

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 

第３【設備の状況】

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  29,600,000

計  29,600,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月12日） 

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名 

内容

普通株式  9,050,000  9,050,000
大阪証券取引所 

（ＪＡＳＤＡＱ市場）  
単元株式数1,000株

計  9,050,000  9,050,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年４月１日～ 

平成22年６月30日 
 －  9,050,000  －  700,700  －  722,424

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

①【発行済株式】 

（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれております。なお、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれております。 

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

（７）【議決権の状況】

  平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）  

普通株式      56,000
－ 単元株式数1,000株 

完全議決権株式（その他）（注） 普通株式   8,991,000  8,991 同上 

単元未満株式 普通株式       3,000 － － 

発行済株式総数  9,050,000 － － 

総株主の議決権 －  8,991 － 

  平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社高見沢サ

イバネティックス 

東京都中野区中央

２－48－５ 
 56,000  －  56,000  0.61

計 －  56,000  －  56,000  0.61

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

５月 ６月 

最高（円）  301  301  227

最低（円）  178  221  215

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任

監査法人による四半期レビューを受けております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,436,757 1,380,448

受取手形及び売掛金 2,190,116 4,184,450

商品及び製品 634,794 478,348

仕掛品 1,202,548 699,691

原材料及び貯蔵品 694,636 637,421

その他 471,293 287,948

流動資産合計 6,630,146 7,668,308

固定資産   

有形固定資産 ※1  2,128,740 ※1  2,164,156

無形固定資産 107,628 113,644

投資その他の資産 ※2  689,644 ※2  747,210

固定資産合計 2,926,013 3,025,012

資産合計 9,556,159 10,693,320

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,677,736 1,982,189

短期借入金 3,628,500 4,062,500

未払法人税等 4,295 16,069

賞与引当金 143,027 101,107

その他 450,139 545,038

流動負債合計 5,903,699 6,706,905

固定負債   

退職給付引当金 2,262,491 2,306,881

役員退職慰労引当金 104,167 105,186

資産除去債務 20,009 －

その他 440,230 460,324

固定負債合計 2,826,897 2,872,391

負債合計 8,730,597 9,579,297

純資産の部   

株主資本   

資本金 700,700 700,700

資本剰余金 722,424 722,424

利益剰余金 △555,113 △291,499

自己株式 △41,021 △41,021

株主資本合計 826,989 1,090,604

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1,427 23,419

評価・換算差額等合計 △1,427 23,419

純資産合計 825,562 1,114,023

負債純資産合計 9,556,159 10,693,320
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 1,263,007 1,134,390

売上原価 1,212,392 954,903

売上総利益 50,614 179,487

販売費及び一般管理費 ※  551,432 ※  506,288

営業損失（△） △500,817 △326,801

営業外収益   

受取利息 185 32

受取配当金 3,801 3,838

不動産賃貸料 2,095 2,548

その他 2,738 4,629

営業外収益合計 8,820 11,048

営業外費用   

支払利息 22,699 23,505

その他 2,044 3,765

営業外費用合計 24,744 27,271

経常損失（△） △516,741 △343,023

特別損失   

投資有価証券評価損 － 25,782

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7,983

特別損失合計 － 33,765

税金等調整前四半期純損失（△） △516,741 △376,789

法人税、住民税及び事業税 2,807 2,787

法人税等調整額 △108,838 △115,962

法人税等合計 △106,030 △113,174

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △263,614

四半期純損失（△） △410,710 △263,614

2010/08/12 13:52:5910669879_第１四半期報告書_20100812135228

- 9 -



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △516,741 △376,789

減価償却費 77,083 78,054

退職給付引当金の増減額（△は減少） 16,274 △44,390

賞与引当金の増減額（△は減少） 73,018 41,919

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △4,171 △1,019

受取利息及び受取配当金 △3,986 △3,870

支払利息 22,699 23,505

投資有価証券評価損益（△は益） － 25,782

売上債権の増減額（△は増加） 1,305,230 1,994,334

たな卸資産の増減額（△は増加） △81,746 △716,518

仕入債務の増減額（△は減少） △319,434 △290,658

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7,983

その他 △260,721 △177,819

小計 307,505 560,513

利息及び配当金の受取額 3,986 3,871

利息の支払額 △15,977 △26,425

法人税等の支払額 △7,146 △7,097

営業活動によるキャッシュ・フロー 288,367 530,861

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △800 △3,140

有形固定資産の取得による支出 △79,193 △17,095

無形固定資産の取得による支出 － △2,374

その他 △5,408 △1,365

投資活動によるキャッシュ・フロー △85,402 △23,975

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △557,500 △434,000

長期借入金の返済による支出 △25,000 －

リース債務の返済による支出 △11,775 △16,576

自己株式の取得による支出 △249 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △594,525 △450,576

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △391,560 56,308

現金及び現金同等物の期首残高 2,346,535 1,380,448

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,954,975 ※  1,436,757
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１．資産除去債務に関する会計基準の適用 

  当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用しております。この変更による四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

（四半期連結損益計算書関係）  

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。   

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１．固定資産の減価償却費の算定方法 

  固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積もりを考慮した予算を策定しているため、当該予算に基づく年間

償却予定額を期間按分して算定しております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１．原価差異の繰延処理 

  季節的に変動する操業度により発生した原価差異は、原価計算期間末までにほぼ解消が見込まれるため、当該原価

差異を流動資産の「その他」として繰り延べております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 千円4,980,508 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 千円4,911,150

※２．貸倒引当金 千円を直接控除しております。 14,219 ※２．貸倒引当金 千円を直接控除しております。 14,219

 ３．受取手形割引高 千円5,198  ３．受取手形割引高 千円41,926

 ４．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行６行とシンジケートローンによる貸出ター

ムローン契約を締結しております。この契約に基づく

当第１四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

なお、当第１四半期連結会計期間末の借入金残高は

千円であります。 

貸出タームローンの総額 千円1,350,000

借入実行残高  1,350,000

差引額  －

900,000

 ４．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行６行とシンジケートローンによる貸出ター

ムローン契約を締結しております。この契約に基づく

当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

貸出タームローンの総額 千円1,350,000

借入実行残高  1,350,000

差引額  －

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

※ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は、次のと

おりであります。 

※ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は、次のと

おりであります。 

給料 231,962千円

試験研究費 84,111  

賞与引当金繰入額 26,387  

退職給付費用 23,629  

役員退職慰労引当金繰入額 5,308  

給料 226,498千円

試験研究費 54,321  

賞与引当金繰入額 15,314  

退職給付費用 16,346  

役員退職慰労引当金繰入額 5,915  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在） 

現金及び預金勘定 1,954,975千円

現金及び現金同等物 1,954,975  

現金及び預金勘定 1,436,757千円

現金及び現金同等物 1,436,757  
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当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

５．株主資本の金額に著しい変動に関する事項 

 該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

  リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第１四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会

計年度末に比べて著しい変動がありません。 

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

以下の科目が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べ

て著しい変動が認められます。   

（注） 金融商品の時価の算定方法 

受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。  

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

  有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。 

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日） 

  該当事項はありません。 

（株主資本等関係）

 株式の種類 
当第１四半期

連結会計期間末 

普通株式（株）  9,050,000

 株式の種類 
当第１四半期

連結会計期間末 

普通株式（株）  56,310

（リース取引関係）

（金融商品関係）

科目 
四半期連結貸借対照
表計上額（千円） 

時価（千円） 差額（千円）

受取手形及び売掛金  2,190,116  2,190,116  －

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）
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前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 当連結グループは、電子制御機器の製造・販売・工事・保守等を主たる事業としておりますが、当該事業の売

上高及び営業損益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業損益の金額の合計額に占める割合がいずれも

90％超であるため、記載を省略しております。 

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないので該当事項はありません。 

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

当連結グループは、電子制御機器の製造販売及びこれら付随業務の単一セグメントであるため、記載を省略し

ております。 

  

（追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 

平成20年３月21日）を適用しております。 

  

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純損失金額等 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

    ２．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

【セグメント情報】

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 円91.79 １株当たり純資産額 円123.87

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 円45.66

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
 －

１株当たり四半期純損失金額 円29.31

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
 －

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

四半期純損失(△)（千円）  △410,710  △263,614

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失(△)（千円）  △410,710  △263,614

普通株式の期中平均株式数（千株）  8,994  8,993
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該当事項はありません。 

（重要な後発事象）
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 該当事項はありません。 

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月14日

株式会社高見沢サイバネティックス 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 小林 宏   印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 由良 知久  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 伊藤 正広  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社高見沢

サイバネティックスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年

４月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社高見沢サイバネティックス及び連結子会社の平成21年６月30

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年８月12日

株式会社高見沢サイバネティックス 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 小林 宏   印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 由良 知久  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 伊藤 正広  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社高見沢

サイバネティックスの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年

４月１日から平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社高見沢サイバネティックス及び連結子会社の平成22年６月30

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

2010/08/12 13:52:5910669879_第１四半期報告書_20100812135228


	表紙

	目次

	中表紙

	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】
	３【関係会社の状況】
	４【従業員の状況】 

	第２【事業の状況】
	１【生産、受注及び販売の状況】
	２【事業等のリスク】
	３【経営上の重要な契約等】
	４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

	第３【設備の状況】
	第４【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	（１）【株式の総数等】
	（２）【新株予約権等の状況】
	（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
	（４）【ライツプランの内容】
	（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】
	（６）【大株主の状況】
	（７）【議決権の状況】 

	２【株価の推移】
	３【役員の状況】

	第５【経理の状況】
	１【四半期連結財務諸表】 
	（１）【四半期連結貸借対照表】 
	（２）【四半期連結損益計算書】 
	（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

	２【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書




